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※今回新たに設置する組織は（●）が付いたもの。 
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検討体制説明資料 



令和４年６月１日現在

石巻市立地適正化計画策定懇談会　構成員名簿

No 団体名 役職 氏名 備考

1 東北大学

2 東北学院大学

3 石巻専修大学

4
公益社団法人宮城県宅地建物取引業協会

石巻・気仙沼支部

5 石巻商工会議所

6
一般社団法人

石巻青年会議所

7
株式会社

街づくりまんぼう
都市再生推進法人

8
一般社団法人

ISHINOMAKI2.0

9
特定非営利活動法人

ベビースマイル石巻

10
社会福祉法人

石巻市社会福祉協議会

11
一般社団法人

宮城県タクシー協会　石巻支部

12
株式会社ミヤコーバス

石巻営業所

13
一般社団法人

日本カーシェアリング協会

14
宮城県東部地方振興事務所

地方振興部

15 宮城県東部土木事務所

オブザーバー

国土交通省　東北地方整備局

建政部都市・住宅整備課

固定した構成

員とせず、懇

談会毎に出席

を依頼する。
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令和４年７月

石巻市建設部都市計画課

立地適正化計画とは

資料１
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都市計画とは

〇都市計画法により「都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、もって国土の均
衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与する」ことを目的として、都市計画に関
して必要な事項を定めています。

〇「一体の都市として総合的に整備し、開発し、及び保全する必要がある区域」と
して「都市計画区域」を定め、市街化区域・市街化調整区域を定める「区域区分
（線引き）」等の各種都市計画を一体的にかつ総合的に定めることとしています。

はじめに「そもそも都市計画とは？」

【都市計画制度の構造】 出典：国土交通省HP
・線引きともいう。
・市街化区域、市街
化調整区域について
定める。

石巻市都市
計画マスタ
ープランは
、本年４月
に改定

・第１種低層住
居専用地域、商
業地域、工業地
域など。
・区域とそのな
かで建てること
ができる（でき
ない）建築物の
用途を定める。
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「区域区分（線引き）」について
【区域区分】

都市計画区域（線引き）

準都市計画区域

市街化調整区域

用途地域

市街化区域（用途地域）

白地地域

都市計画区域（非線引き）

○ 無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため、都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分
○ 市街化調整区域においては、開発が原則として禁止

市街化区域
・すでに市街地を形
成している区域およ
びおおむね 10年以
内に優先的かつ計画
的に市街化をはかる
べき区域
・区域内に用途地域
を定める

市街化調整区域
・市街化を抑制すべ
き区域
・農家住宅などを除
き原則開発は禁止
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石巻市の区域区分（線引き）状況

河北都市計画区域
・区域区分を定めない（線引きをしな
い）非線引き都市計画区域

石巻広域都市計画区域
・区域区分（市街化区域・市街化調整区域）を定め
る線引き都市計画区域

都市
計画
区域
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立地適正化計画とは

・持続可能な都市構造への再構築を目指し、人口減少社会に対応したコ
ンパクトシティ・プラス・ネットワークを実現するためのマスタープラン

（市町村が都市全体の観点から作成する、居住機能や福祉・医療・商業
等の都市機能の立地、公共交通の充実等に関する包括的なマスタープ
ラン）

・都市再生特別措置法の一部改正（H26.8施行）により制度創立

・市町村が必要に応じて策定

・市町村の都市計画に関する基本的な方針である都市計画マスタープラ
ンの一部とみなされる

・計画を公表した時から届出義務などが発生（国の認可などは不要）
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「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」の背景

これまでの市街地の拡散と今後の急速な人口減少

都市が低密度化し、
医療・福祉・子育て
・商業等の生活サー
ビスが縮小

インフラや公共施設
の老朽化への対応が
必要

その中で、

結果的に、

・市民の日常生活が不便になってしまう
・財政の負担が増え、持続的な行政運営ができなくなる etc
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都市の低密度化のイメージ
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まちのスポンジ化による生活利便性低下のイメージ
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その他、市街地の拡散と人口減少が招く影響

出典：HP「氏原先生のコンパクトシティ講座」

空き家の増加 非効率な自家用車利用 歩かない生活

森林・農地の減少 都市災害リスクの増加
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石巻市の状況
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• 国勢調査では昭和60年以降石巻市の人口は減少しており、この傾向は
今後も続くと予測されています。

出典：実績値は国勢調査、推計値は『日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）』国立社会保障・人口問題研究所

人口の減少
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石巻市の状況

出典：平成28年都市計画基礎調査

市街地の拡散
• 震災後には国道108号沿道や広渕地区といった市街地内陸部での
宅地開発も進みました。

開発許可動向図(平成23年～平成27年)
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石巻市の状況

出典：データ…国勢調査

高密度市街地の縮小
• 石巻市の人口集中地区※(DID)は昭和55年～平成12年で7k㎡拡大し
ていましたが、東日本大震災以降縮小しています。
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※国勢調査の調査区単位でみて人口密度が1平方キロメートル当たり4,000人以上の地区が隣接して5,000人以上
を有する地域
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石巻市の状況

・人口減少に伴い、市街地の人口密度も減少が推計されています。

都市の低密度化

人口密度の将来推移(2010年⇒2040年) ※都市計画区域周辺
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立地適正化計画が目指す都市の姿

○都市計画法を中心とした従来の土地利用の計画に加えて、居住機能や
都市機能の誘導によりコンパクトシティ・プラス・ネットワークの実現を
推進するものです(根拠法：都市再生特別措置法)。

出典：立地適正化計画策定の手引き
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立地適正化計画制度の概要

出典：立地適正化計画策定の手引き

立地適正化計画のイメージ図
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石巻市の対象区域

都市
計画
区域
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「都市機能誘導区域」「居住誘導区域」について

区域と共に、区域内に立地を
誘導すべき都市機能増進施設
である「誘導施設」を設定

出典：立地適正化計画策定の手引き
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届出制度について

・居住誘導区域外で、以下の開発行為や建築行為を行おうとする場合は、事前に市町
村への届け出が必要。

⇒必要に応じ、市町村は届出したものに対して立地適正化を図るうえで必要な勧告が
可能

○開発行為 ○建築等行為



18

「都市機能誘導区域」「居住誘導区域」について

区域と共に、区域内に立地を
誘導すべき都市機能増進施設
である「誘導施設」を設定

出典：立地適正化計画策定の手引き
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届出制度について

・都市機能誘導区域外で、以下の誘導施設にかかわる開発行為等を行おうとする場
合は、事前に市町村への届け出が必要

⇒必要に応じ、市町村は届出したものに対して立地適正化を図るうえで必要な勧告
が可能

○開発行為

○開発行為以外

誘導施設を有する建築物の建築目的の
開発行為を行おうとする場合。

①誘導施設を有する建築物を新築しよう
とする場合

②建築物を改築し誘導施設を有する建
築物とする場合

③建築物の用途を変更し誘導施設を有
する建築物とする場合

（参考）都市機能誘導区域内の誘導施設を休止又は廃止しようとする場合には、市
町村長への届出が必要
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誘導施設の例

【誘導施設】

居住者の共同の福祉や利便の向上を図るという観点から、以下のような施

設の設定が考えられる。

・ 病院・診療所等の医療施設、老人デイサービスセンター等の社会福祉施設、

小規模多機能型居宅介護事業所、地域包括支援センターその他の高齢化の

中で必要性の高まる施設

・ 子育て世代にとって居住場所を決める際の重要な要素となる幼稚園や保

育所等の子育て支援施設、小学校等の教育施設

・ 集客力がありまちの賑わいを生み出す図書館、博物館等の文化施設や、ス

ーパーマーケット等の商業施設

・ 行政サービスの窓口機能を有する市役所支所等の行政施設

「第12版 都市計画運用指針」国土交通省より

基本的には…

×ホテル ×事務所 ×工場
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誘導施設の例

出典：国土交通省
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立地適正化計画の計画事項

出典：国土交通省
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土地や家屋の嵩上げ

防災まちづくり活動

土地利用規制

移転促進

避難路の整備 避難場所の整備

■防災指針に位置づける取組み例

「防災都市づくり計画策定指針」国土交通省 平成25年

• 東日本大震災の津波被害や頻発するゲリラ豪雨を踏まえ、自然災害による被害の抑止・
軽減を都市計画に位置づけること、防災部局と連携し、災害リスク評価を踏まえた都市
計画の策定、市街地整備を進めることが示される。

防災指針について
背 景

防災指針

• 令和２年の都市再生特別措置法改正

により、立地適正化計画への位置づ

けが必須化。

• 特に、「居住誘導区域」に浸水想定区

域等の災害ハザードエリアが残る場

合に、都市計画部局と治水・防災部局

、河川・下水道・海岸・砂防管理者等が

連携して適切な防災・減災対策を位

置づけることが必要。



防災指針の検討手順

① 地域の災害リスクの分析、災害リスクの高い
地域の抽出

② リスク分析を踏まえた居住誘導区域の設定

③ 居住誘導区域の防災・減災の取組み・対策
の検討

防
災
等
関
連
部
局
の
計
画
・施
策

連携

連携

連携
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立地適正化計画によく挙げられる疑問

出典：国土交通省「コンパクトシティの形成に向けて」
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立地適正化計画の策定状況（令和４年４月１日時点）

出典：国土交通省
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立地適正化計画の策定状況（令和４年４月１日時点）

出典：国土交通省

【宮城県】
・仙台市
・石巻市
・登米市
・栗原市（R4.7公表）
・大崎市（H29.3公表）
・富谷市
・柴田町（R4.5公表）
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コンパクトシティ・プラス・ネットワーク実現には政策連携が重要
都市機能誘導区域・
居住誘導区域と各地区
拠点のネットワーク

居住の誘導施策

復興の取組みと
の整合・連携

今後の学校施設
のあり方と居住
誘導区域の整合

都市機能の
誘導施策

「まち」「ひと」「し
ごと」創生の視点

の共有

居住誘導区域外での
農業振興推進

今後の公共施設再編
と居住誘導区域・都市
機能誘導区域の整合

防災施策と居住
誘導の連携

地域包括ケア
システム構築
に向けた居住
誘導・都市機
能誘導

立地適正化計画
で活用可能な交
付金等支援の有

効活用


